
令和５年度 第３回川崎市地域公共交通会議 
 

令和６年３月１９日書面開催 

                       

 

－ 次 第 － 

議 事 

１．川崎区の一部におけるオンデマンド交通「のるーとKAWASAKI」の実証実験について

【協議事項】 

 

２．令和４年度生活交通改善事業評価について【報告事項】 

（UD タクシー、ノンステップバスの導入報告） 

 

３．令和５年度生活交通改善事業計画について【報告事項】 

（UD タクシー、ノンステップバスの導入報告） 

 

４．地域公共交通会議設置要綱、分科会設置要領の一部改正について【報告事項】  

（道路運送法改正に伴うもの） 

 

資 料 

資 料 １  川崎区の一部におけるオンデマンド交通「のるーとKAWASAKI」の 

実証実験について 

  資 料 ２  令和４年度生活交通改善事業評価について 

  資 料 ３  令和５年度生活交通改善事業計画について 

  資 料 ４  地域公共交通会議設置要綱、分科会設置要領の一部改正について 

 



 

  

委員名簿 

 
■委 員（敬称略） 

名  前 所 属 名 備  考 

梶田
か じ た

 佳孝
よしたか

 東海大学工学部土木工学科 教授  

有吉
ありよし

 亮
りょう

 名古屋大学 特任准教授  

齋藤
さいとう

 謙司
け ん じ

 
神奈川中央交通（株） 常務執行役員 運輸計画部長 

（一般乗合旅客自動車運送事業者） 
 

関
せき

 裕之
ひろゆき

 
川崎タクシー（株） 代表取締役社長 

（一般乗用旅客自動車運送事業者） 
 

村岡
むらおか

 孝夫
た か お

 
明生タクシー（株） 常務取締役 

（一般乗用旅客自動車運送事業者） 
 

増村
ますむら

 幸一
こういち

 
高砂交通（株） 総務部長 

（一般乗用旅客自動車運送事業者） 
 

関上
せきがみ

 義
よし

明
あき

 （一社）神奈川県バス協会 専務理事  

大葉
お お ば

 章彦
あきひこ

 神奈川県タクシー協会川崎支部 事務局長  

浦野
う ら の

 一吉
かずよし

 川崎市全町内会連合会 副会長  

島岡
しまおか

 学
まなぶ

 市民（公募による選出）  

二瓶
に へ い

 博和
ひろかず

 市民（公募による選出）  

平田
ひ ら た

 伸一
しんいち

 国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局 首席運輸企画専門官  

小山
こ や ま

 國
くに

正
まさ

 神奈川県交通運輸産業労働組合協議会 幹事  

大橋
おおはし

 貴之
たかゆき

 神奈川県警察本部交通部交通規制課 都市交通対策室長  

櫻井
さくらい

 雅
まさ

幸
ゆき

 川崎市建設緑政局 総務部長  

塚田
つ か だ

 雄也
ゆ う や

 川崎市まちづくり局 交通政策室長  

 

■事務局 

藤島 直人 まちづくり局 交通政策室地域交通対策担当課長  

本田 卓士  まちづくり局 交通政策室地域交通対策担当係長  

荻原 雅史 まちづくり局 交通政策室地域交通対策担当主任  
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生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業） 

 

令和５年７月６日 

（名称）川崎市地域公共交通会議分科会  

（地域公共交通バリア解消促進等事業（タクシー部門）） 

 （代表者名）会長 塚田 雄也  

 

１．生活交通改善事業計画の名称 

 令和５年度 川崎市ユニバーサルデザインタクシー等導入促進事業計画 

 

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性 

 川崎市では、高齢者社会の進展などによる社会的ニーズの変化に合わせて、平成２５年３

月に改訂した「川崎市総合都市交通計画」において、高齢者や障害者など誰もが安全で快適

に利用できる交通環境の整備を目標としており、そのために「交通の安全・安心の強化」を

重点施策の一つとして掲げ、ユニバーサルデザインの推進に取り組むこととしている。 

 このことから、市民の移動の安全性を確保するとともに、移動の円滑化を図るため、誰も

が利用しやすいユニバーサルデザインタクシー(以下「ＵＤタクシー」という。)等の普及を

促進する必要がある。さらに、車いす利用者などに対しても、公共交通における環境整備と

利用者の社会参加の促進に寄与するものであるため、普及促進を早期に図る必要がある。 

 

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果 

（１）事業の目標 

川崎市内の法人タクシー総台数において、「バリアフリー法に基づく基本方針における次

期目標について」の令和７年度までに約２５％をＵＤタクシーとすることを目標とする。 

（２）事業の効果 

ＵＤタクシー等を導入することにより、車いす利用者等の移動への負担が軽減され、移動

の円滑化が図られるとともに、これまで自家用車で送迎されていた車いす利用者などがＵＤ

タクシー等の利用に移行することも見込まれることから、公共交通利用者の増加が期待でき

る。 
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４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 

【川崎市合計】 

ＵＤタクシーの導入１３５台 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（１台）：向ヶ丘交通㈱イースタン 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（２台）：高砂交通㈱、東栄興業㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（３台）：明生タクシー株式会社、多摩田園タクシ

ー㈱、㈱八重洲タクシー 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（４台）：㈱今井運送、新興タクシー㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（５台）：富士電物流㈱、ワールド交通㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（７台）：川崎タクシー㈱、 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（１０台）：ひまわり交通㈱、コスモ交通㈱、京浜

交通㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（１１台）：平和交通㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（２５台）：日本交通横浜㈱ 

・ＵＤタクシー（スロープ車両）の導入（３０台）：神奈川都市交通㈱ 

福祉タクシーの導入１１台 

・福祉タクシー（リフト付き車両）の導入（１台）：日本交通横浜㈱ 

・福祉タクシー（リフト付き以外の車両）の導入（１台）：高砂交通㈱ 

・福祉タクシー（リフト付き以外の車両）の導入（２台）：㈱セブン、ひまわり交通㈱、東

栄興業㈱ 

・福祉タクシー（リフト付き以外の車両）の導入（３台）：川崎交通産業㈱ 

（実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の３区分における運賃割引率について） 

例）・各社ともに身体１割引、知的１割引、精神１割引 

（２）関連事項（以下、〈 〉 内の事業に該当する場合に記載） 

〈福祉タクシー車両・共同配車センターに係る事業〉 

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法

(平成２１年法律第６４号)第３条に定める特定地域に指定（平成２７年８月１日） 

 

 

５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

令和５年度（当該年度） 

事業の名称 
総事業費 

割合 

国費 

割合 

都道府県負担

割合 

市区町村負担 

割合 

事業者負担 

割合 

UDタクシー等 

導入促進事業 

449,947 千円 140,180 千円 0 千円 0 千円 309,767 千円 

100％ 31.15％ 0％ 0％ 68.85％ 

※総事業費については見込み額を記載 

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。 
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６．計画期間 

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載 

 
事業の名称 

令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

4 月   9 月  12 月  3 月 4 月   9 月  12 月   3 月 4 月  9 月  12 月  3 月 

UD タクシー等 

導入促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．協議会の開催状況と主な議論  

・平成 24 年 4 月 12 日 川崎市地域公共交通会議分科会(地域公共交通バリア解消促進等事

業(タクシー部門))設立 

・令和 4年 5 月 23 日(第 1 回) 分科会文書協議、令和 4年度計画について合意 

・令和 5年 1 月 10 日(第 2 回) 分科会文書協議、令和 3年度事業評価について合意 

・令和 5年 6 月   日(第 1 回) 分科会文書協議、令和 5年度計画について合意(予定) 

 

８．利用者等の意見の反映 

川崎市地域公共交通会議分科会（タクシー部門）の構成員に意見を照会し、計画案について

同意を得た。 

 

９．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県  

関係市区町村 川崎市まちづくり局交通政策室 

交通事業者・交通施

設管理者等 
神奈川県タクシー協会川崎支部、神奈川県個人タクシー協会 

地方運輸局 関東運輸局神奈川運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 
川崎市全町内会連合会（利用者代表）、日本福祉医療輸送機構 

 
■注意事項 

・総合連携計画等の既存の計画を活用する場合は、上記の事項について記載のある計画をそ

のまま活用することでもよい。ただし、記載されていない事項については追記すること。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

 

（住 所） 川崎市川崎区宮本町 1 番地    

（所 属） 川崎市まちづくり局交通政策室  

（氏 名） 本田、荻原           

（電 話） 044-200-2034            

（e-mail） 50kousei@city.kawasaki.jp    

交付決定後着手 

３月３１日完了 

146 台 
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生活交通改善事業計画（バリアフリー化設備等整備事業） 

 

令和５年７月６日 

（名称）川崎市地域公共交通会議分科会  

（地域公共交通バリア解消促進等事業（バス部門）） 

 （代表者名）会長 塚田 雄也  

 

１．生活交通改善事業計画の名称 

 令和５年度 川崎市ノンステップバス導入促進事業計画 

 

 

 

２．バリアフリー化設備等整備事業の目的・必要性 

川崎市では、高齢社会の進展などによる社会的ニーズの変化にあわせて、平成３０年３月

に改訂した「川崎市総合都市交通計画」において、高齢者や障害者など誰もが安全で快適に

利用できる交通環境の整備を目標としており、そのために「交通の安全・安心の強化」を重

点施策の一つとして掲げ、ユニバーサルデザインの推進に取組むこととしている。 

このことから、市民の移動の安全性を確保するとともに、移動の円滑化を図るため、誰も

が利用しやすいノンステップバス車両の普及を促進する必要がある。さらに、車いす利用者

などに対しても、公共交通における環境整備と利用者の社会参加の促進に寄与するものであ

るため、導入促進を図る必要がある。 

 

３．バリアフリー化設備等整備事業の定量的な目標及び効果 

（１）事業の目標 

川崎市全域において、ノンステップバスの比率は、「バリアフリー法に基づく基本方針に

おける次期目標について」の令和７年度までに約８０％の整備目標を実現しているが、導入

率を段階的に上げ、更なる推進に取り組む。 

（２）事業の効果 

ノンステップバスを導入し、高齢者や障害者など誰もが乗降しやすくなることで、利用者

の移動円滑化や利便性向上が図られる。さらに高齢者等の外出促進につながることや自家用

車からバス利用への転換などにより、バス利用者の増加に寄与する。自家用車からの転換に

ついては、環境負荷の低減も期待できる。 

 

 

４．バリアフリー化設備等整備事業の内容と当該事業を実施する事業者 

（１）事業の内容：実施事業者（補助対象事業者） 

（内容）【川崎市合計】ノンステップバスの導入 68 台 

・ノンステップバスの導入 大型 39 台：川崎市交通局 

・ノンステップバスの導入 大型  3 台：小田急バス株式会社 

             小型  2 台：小田急バス株式会社 

・ノンステップバスの導入 大型  3 台：東急バス株式会社 

・ノンステップバスの導入 大型 21 台：川崎鶴見臨港バス株式会社 
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（実施事業者（補助対象事業者）の身体・知的・精神の 3 区分における運賃割引率について） 

各社ともに   身体：普通旅客運賃 5 割、定期旅客運賃 3 割 

        知的：普通旅客運賃 5 割、定期旅客運賃 3 割 

        精神：普通旅客運賃 設定なし、定期旅客運賃 設定なし 

  

（２）関連事項（以下、〈 〉内の事業に該当する場合に記載） 

〈バス車両の導入に係る事業〉 

事業を実施する地域を含む都道府県における車いす対応車両（ノンステップバス、ワンステ

ップバス及びリフト付きバス）等の導入台数。 

令和 5 年 3 月 31 日現在 

事業者名 
車両数（台） 

ノンステップ ワンステップ リフト付き 総数 

交通局 
290 17 0 307 

94.5% 5.5% 0.0% 
 

小田急バス 
182 0 0 182 

100% 0% 0% 
 

東急バス 
51 25 0 76 

67.1% 32.9% 0.0% 
 

臨港バス 
240 18 0 258 

93.0% 7.0% 0.0% 
 

川崎市合計 
763 60 0 823 

92.7% 7.3% 0.0% 
  

 

 

５．バリアフリー化設備等整備事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

令和５年度（当該年度） 

事業の名称 
総事業費 

割合 

国費 

割合 

都道府県負

担割合 

市区町村負担 

割合 

事業者負担 

割合 

ノンステップ

バスの導入 

2,276,109 千円 16,800 千円 0 千円 0 千円 2,255,109 千円 

100％ 0.9％ ０％ ０％ 99.1％ 

※総事業費については見込み額を記載 

※列記の者以外に費用負担者がいる場合は、適宜修正の上、全体構成が分かるように記載。 
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６．計画期間 

以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

●で年度ごとの事業着手日、事業完了日を記載 

 
事業の名称 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

4 月   9 月  12 月  3 月 4 月   9 月  12 月   3 月 4 月  9 月  12 月  3 月 

ノンステップバス

の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．協議会の開催状況と主な議論  

・平成 24年 4月 12 日  川崎市地域公共交通会議分科会 

（地域公共交通バリア解消促進等事業（バス部門））設立 

・令和 4年 5 月 23 日 (第 1 回) 令和 4年度事業計画（ノンステップバス）について合意 

・令和 4年 9 月 9 日（第 2 回）令和 4年度事業計画（ICカード）について合意 

・令和 5年 1 月 10 日（第 3 回）令和 3年度事業評価について合意 

・令和 5年 6 月   日（第 1 回）令和 5年度事業計画について合意 

 

 

 

８．利用者等の意見の反映 

川崎市地域公共交通会議分科会（バス部門）の構成員に意見を照会し、計画案について同

意を得た。 

 

 

 

９．協議会メンバーの構成員 

関係都道府県  

関係市区町村 川崎市まちづくり局交通政策室 

交通事業者・交通施

設管理者等 
神奈川県バス協会 

地方運輸局 関東運輸局神奈川運輸支局 

その他協議会が必

要と認める者 
川崎市全町内会連合会（利用者代表） 

■注意事項 

・総合連携計画等の既存の計画を活用する場合は、上記の事項について記載のある計画をそ

のまま活用することでもよい。ただし、記載されていない事項については追記すること。 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 川崎市川崎区宮本町１番地   

（所 属） 川崎市まちづくり局交通政策室 

（氏 名） 本田、荻原          

（電 話） 044-200-2034          

（e-mail） 50kousei@city.kawasaki.jp   

交付決定後着手 68 台 

3 月 31 日完了 
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「川崎市地域公共交通会議設置要綱」及び
「川崎市地域公共交通会議分科会設置要領」の改正について

本市での対応
①地域公共交通会議での協議事項から運賃・
料⾦に関する事項を除く

②運賃を協議する協議会を地域公共交通会議
の分科会として協議できるようにする。

具体的な要綱等の改正
①「川崎市地域公共交通会議設置要綱」第２
条の協議事項から「運賃・料⾦」を削除

②「川崎市地域公共交通会議分科会設置要領」
第３条の委員として指名できる者に法九条
第４項の構成員を追加

法改正前の協議運賃について
⼀般乗合旅客⾃動⾞運送事業における協議運賃制度に

ついては、道路運送法九条第４項、同施⾏規則九条の２
において、地域公共交通会議にて協議が調ったとき、国
⼟交通⼤⾂に届け出ることで、運賃等の決定、変更が可
能であった。

現在(法改正後)の協議運賃について
法九条第４項において、次の者を構成員とする協議会

において、運賃等について協議が調ったときは、国⼟交
通⼤⾂に届け出ることににより当該運賃等を定め、変更
することができる。
⼀ 市町村又は都道府県
⼆ 運賃等を定める⼀般乗合旅客⾃動⾞運送事業者
三 管轄する地⽅運輸局⻑
四 市町村⻑又は都道府県知事が関係住⺠の意⾒を代表

するものとして指名する者

協議を行う構成員が重要であることに
鑑み、独占禁止法上のカルテルにあた
るとの疑義が生じないよう、運賃等を
定めようとする一般旅客自動車運送事
業者のみが協議に参加するよう改正

道路運送法の改正
(R5.4.1改正 R5.10.1施行)
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川崎市地域公共交通会議設置要綱  新旧対照表  

 

改 正  案  現    行  

川崎市地域公共交通会議設置要綱  

 

（中略）  

 

（協議事項）  

第２条  交通会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。  

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様等に関する

事項  

（２）その他交通会議が必要と認める事項  

 

（中略）  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２０年７月２８日から施行する。  

 

（川崎市地域交通検討委員会の廃止）  

２  川崎市地域交通検討委員会（平成１８年６月１日施行）は、

廃止する。  

 

 附  則  

 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する  

 

附  則  

 

この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。  

 

附  則  

この要綱は、令和６年３月   日から施行する。  

川崎市地域公共交通会議設置要綱  

 

（中略）  

 

（協議事項）  

第２条  交通会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。  

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・

料金等に関する事項  

（２）その他交通会議が必要と認める事項  

 

（中略）  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２０年７月２８日から施行する。  

 

（川崎市地域交通検討委員会の廃止）  

２  川崎市地域交通検討委員会（平成１８年６月１日施行）は、

廃止する。  

 

 附  則  

 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する  

 

附  則  

 

この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。  
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川崎市地域公共交通会議設置要綱  

 

（目的）  

第１条 川崎市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域に

おける需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客

の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必

要となる事項を協議するため設置する。  

 

（協議事項）  

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。  

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様等に関する事項  

（２）その他交通会議が必要と認める事項  

 

（交通会議の構成員）  

第３条 交通会議の委員は委員２０名以内をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者により構成する。  

（１）学識経験者  

（２）一般乗合旅客自動車運送事業者  

（３）一般乗用旅客自動車運送事業者  

（４）神奈川県バス協会 専務理事  

（５）神奈川県タクシー協会川崎支部 事務局長  

（６）川崎市全町内会連合会の推薦する者  

 

（７）市民  

（８）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局首席運輸企画専門官  

（９）神奈川県交通運輸産業労働組合  

（１０）神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室長  

（１１）川崎市建設緑政局総務部長  

（１２）川崎市まちづくり局交通政策室長  

（１３）そ の 他 交 通 会 議 の 運 営 上 必 要 と 認 め ら れ る 者  

３ 前項第２号から第６号まで及び第８号から第１２号までに掲げる

委員については、交通会議に代理人を出席させることができる。  

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、交通

会議に出席して、その意見を述べ又は説明を行うことを求めること

ができる。  

 

（委員の任期）  

第４条 前条第２項第１号、第６号及び第７号に掲げる委員の任期は

２年とし、再任を妨げない。  

 

（会長）  

第５条 交通会議に会長をおき、構成員の互選により選任された者を

充てる。  

２ 会長は交通会議を代表し、会務を総括する。  

３ 会長に事故があるときは、委員のうち、あらかじめ会長が指定し

た者がその職務を代理する。  

 

（会議）  
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第６条 交通会議は、会長がこれを招集し、その議長となる。  

２ 交通会議は委員の過半数が出席しなければ、これを開くことがで

きない。  

３ 交通会議の議決を要する事項については、出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは、会長の決するところによる。  

４ 会長は、やむを得ない事由により交通会議を開く余裕のない場合

においては、事案の概要を記載した書面を委員に送付し、その意見

を徴し又は賛否を問い、その結果をもって交通会議の議決に変える

ことができる。  

 

（分科会）  

第７条 会長は、必要があると認めるときは、調査審議事項を分科会

に付託することができる。  

２ 分科会の構成員は、会長が指名する者及び交通会議が必要と認め

る者とする。  

３ 第５条及び第６条の規定は、分科会の会議に準用する。  

 

（協議結果の取扱い）  

第８条 交通会議において協議が調った事項について、関係者はその

結果を尊重し、当該事項の誠実な実施に務めるものとする。  

 

（庶務）  

第９条 交通会議の庶務はまちづくり局交通政策室において処理する。 

 

（その他）  

第１０条 この要綱に定めるもののほか、交通会議の運営に関して必

要な事項は、会長が交通会議に諮り定める。  

 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は、平成２０年７月２８日から施行する。  

 

（川崎市地域交通検討委員会の廃止） 

２ 川崎市地域交通検討委員会（平成１８年６月１日施行）は、廃止

する。 

 

  附  則  

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、令和６年３月●●日から施行する。  
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川崎市地域公共交通会議分科会設置要領  新旧対照表  

改 正  案  現    行  

川崎市地域公共交通会議分科会設置要領  

 

（中略）  

 

（分科会の構成）  

第３条  分科会は、交通会議設置要綱第７条第２項に基づき、交

通会議の会長（以下「交通会議会長」）が指名する委員８名以内

をもって組織する。  

２  前項に定める、交通会議会長が委員として指名できる者は、

次のとおりとする。  

（１）神奈川県バス協会専務理事  

（２）神奈川県タクシー協会川崎支部事務局長  

（３）神奈川県個人タクシー協会専務理事  

（４）日本福祉医療輸送機構事務局長  

（５）川崎市全町内会連合会が推薦する者  

（６）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局主席運輸企画専門官  

（７）運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者  

（８）運賃等を定めるとき、関係住民の意見を代表するものとし

て市長が指名する者  

（９）川崎市まちづくり局交通政策室長  

（１０）その他交通会議会長が必要と認める者  

３  分科会の会長（以下「分科会会長」）は、前項で指名した委

員から、交通会議会長が指名する。  

４  分科会会長は、調査審議事項の協議にあたり必要があると認

めるときは、委員以外の者を分科会に出席させ、意見を聴取し、

又は説明を求めることができる。  

 

（中略）  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成２３年３月１５日から施行する。  

川崎市地域公共交通会議分科会設置要領  

 

（中略）  

 

（分科会の構成）  

第３条  分科会は、交通会議設置要綱第７条第２項に基づき、交

通会議の会長（以下「交通会議会長」）が指名する委員８名以内

をもって組織する。  

２  前項に定める、交通会議会長が委員として指名できる者は、

次のとおりとする。  

（１）神奈川県バス協会専務理事  

（２）神奈川県タクシー協会川崎支部事務局長  

（３）神奈川県個人タクシー協会専務理事  

（４）日本福祉医療輸送機構事務局長  

（５）川崎市全町内会連合会が推薦する者  

（６）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局主席運輸企画専門官  

（７）川崎市まちづくり局交通政策室長  

（８）その他交通会議会長が必要と認める者  

３  分科会の会長（以下「分科会会長」）は、前項で指名した委

員から、交通会議会長が指名する。  

４  分科会会長は、調査審議事項の協議にあたり必要があると認

めるときは、委員以外の者を分科会に出席させ、意見を聴取し、

又は説明を求めることができる。  

 

（中略）  

 

 

 

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成２３年３月１５日から施行する。  
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附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成３０年６月１８日から施行する。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、令和６年３月   日から施行する。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成３０年６月１８日から施行する。  
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川崎市地域公共交通会議分科会設置要領  

 

（趣旨）  

第１条 この要領は、川崎市地域公共交通会議設置要綱（２０川ま交

第１３６号、以下「交通会議設置要綱」）  第７条の規定に基づき設

置される川崎市地域公共交通会議分科会（以下「分科会」という。）

の運営に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

（目的）  

第２条 分科会は、川崎市地域公共交通会議（以下「交通会議」とい

う。）から付託された調査審議事項を協議し、その結果を交通会議

へ報告することを目的とする。  

 

（分科会の構成）  

第３条 分科会は、交通会議設置要綱第７条第２項に基づき、交通会

議の会長（以下「交通会議会長」）が指名する委員８名以内をもっ

て組織する。  

２ 前項に定める、交通会議会長が委員として指名できる者は、次の

とおりとする。  

（１）神奈川県バス協会専務理事  

（２）神奈川県タクシー協会川崎支部事務局長  

（３）神奈川県個人タクシー協会専務理事  

（４）日本福祉医療輸送機構事務局長  

（５）川崎市全町内会連合会が推薦する者  

（６）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局主席運輸企画専門官  

（７）運賃等を定めようとする一般乗合旅客自動車運送事業者  

（８）運賃等を定めるとき、関係住民の意見を代表するものとして市

長が指名する者  

（９）川崎市まちづくり局交通政策室長（１０）その他交通会議会長

が必要と認める者  

３ 分科会の会長（以下「分科会会長」）は、前項で指名した委員か

ら、交通会議会長が指名する。  

４ 分科会会長は、調査審議事項の協議にあたり必要があると認める

ときは、委員以外の者を分科会に出席させ、意見を聴取し、又は説

明を求めることができる。  

 

（協議結果の取扱い）  

第４条 分科会において協議が調った事項について、関係者はその結

果を尊重し、当該事項の誠実な実施に務めるものとする。  

 

（庶務）  

第５条 分科会の庶務はまちづくり局交通政策室において処理する。  

 

（委  

第６条  この要領に定めるもののほか、議事の手続その他分科会の運営

に関し必要な事項は、会長が定める。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成２３年３月１５日から施行する。  

4-7

資料４



 

附 則  

（施行期日）  

１  この要領は、平成３０年６月１８日から施行する。  

 

附 則  

（施行期日）  

１  この要領は、令和６年３月  日から施行する。  
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